
■週休２日交替制モデル工事の試行

○週休２日補正係数の適用は、現場閉所が条件となっているため、休日作業が必要な工事に適用できていない
○建設業の働き方改革を推進する観点から、現場閉所による週休２日ではなく、技術者等の休日日数で週休２日に取り組む
新たな試行

週休２日対象工事の課題と対策

【工事内容】
・維持工事、構造物維持工事、維持作業等 ※契約済みの工事（複数年維持含む）も対象とすることができる
・災害復旧工事（社会的要請により休日確保が困難な工事）
【発注方式】
・「受注者希望方式【交替制モデル】」とする

対象工事

【モデル工事での検証事項】
①休日取得の確認方法 ②労務費以外に増加となる経費（共通仮設費、現場管理費等）の実態 etc.

積算方法（補正係数）

休日率（％）＝ 技術者・技能労働者の平均休日日数 ÷ 全体工期 【基本式】
※全体工期とは、工事着手日から工事完成日までの期間とする。なお、年末年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、工事
全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間
など）は含まない。

※休日率は、全ての技術者、技能労働者の平均とする
※変更で対応する場合は、「全体工期」ではなく「確認対象期間」とする

○補正対象は、労務費のみとし、現場に従事した全ての技術者、技能労働者の休日確保状況に応じて精算変更時に補正する
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休日率 4週6休以上7休未満
(21.4%以上25.0%未満)

4週7休以上8休未満
(25.0%以上28.5%未満)

4週8休以上
(28.5%以上)

労務費 1.01 1.03 1.05
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①技術者・技能労働者の休日確保の確認方法について

業者 氏名 工期日数 休日日数 休日日数の割合 平均
A建設 ●● 300 90 30.0%

28.9%

■■ 300 80 26.7%
◆◆ 300 84 28.0%
▲▲ 300 90 30.0%

B建工（一次下請） ○○ 200 60 30.0%
□□ 200 65 32.5%

C電設（二次下請） ×× 100 25 25.0%
4週8休以上工事着手前に確認

工事完成時に確認

対象者

○対象者ごとに、休日日数の割合（＝当該工事における休日日数／工期日数※）を算出
※工期日数は、前述した全体工期と同様の扱いとする。なお、下請けの場合、工期日数は施工体制台帳上の工期から対象外の期間を
除いて設定する。

○全対象者の「休日日数の割合（休日率）」を平均化

○施工体制台帳上の元請け・下請けの技術者・技能労働者を対象。ただし、非常勤（臨時）で従事する者は除く。

○確認方法は施工計画書に明記し、工事着手前に監督職員と協議。（変更で対応する場合は指示日以降に協議）
○確認書の提出を求め、休日確保状況に応じて精算変更時に補正する。最低限、以下の項目は確認を行う。
なお、実施状況は書類の作成負担にも配慮し、 既存資料の提示を求め確認する。

平均休日日数の割合（休日率）の算出

休日確保の確認方法

■週休２日交替制モデル工事の試行

（休日日数）／（工期日数）×１００ （％）

（休日日数
の割合）の
平均値
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■週休２日交替制モデル工事の試行

○確認対象期間内の全工種、全ての技術者、技能労働者の平均での休日率で判断する。ただし、道路巡回工は除く。
○補正対象の労務費は、全体工期における全工種の労務費とする。（確認対象期間外の労務費を含む。）

対象工種・確認対象期間

変更で対応する場合の取扱
○原則、変更（指示）以降の期間（以下、「確認対象期間」という。）について状況を確認することとする。
○労務費の補正係数は、全体工期のうち、確認対象期間の割合を乗じる。
例）全体工期日数300日のうち、210日を確認対象期間とし、その中で4週8休以上を達成した場合
⇒労務費の補正係数は 1.00+0.05×210/300=1.04 で設定
※補正係数は小数点以下３位を四捨五入して２位止めとする。

工種 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

清掃工

除草工

照明修繕工

巡回工

全体工期（H31.4～R2.3）

全体を
集計する

指示日以降

確認対象期間（R元.9.1～R2.3）

（イメージ）
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労働者を遠隔地から調達する場合の追加コストの支払い

積算体系

共通仮設費

積み上げ分

共通仮設費

（率分）

直接工事費

間接工事費

共通仮設費

工事原価

一般管理費

現場管理費

請負工事費

工事価格

消費税相当額

○工事箇所近隣だけでは労働者を確保出来ず、遠隔地からの労働者で対応せざるを得ない場合には、
追加で必要となる赴任旅費や宿泊費等の間接費について、標準的な積算基準を上回って必要になる
分を、設計変更で対応できるようにする。

○特記仕様書等に明示して契約条件とすることによって、入札不調や不落を抑制。

営繕費
•労働者の輸送に要する費用
•宿泊費
•借上費
•倉庫及び材料補完場の営繕に要する費用、他
運搬費
準備費
事業損失防止施設費
技術管理費

通常は、直接工事費等に対する定率で計
上している以下の赤字部分を設計変更の
対象にする。

労務管理費
•募集及び解散に要する費用（赴任旅費等）
•労災保険法等による給付以外に災害時には事業主が負担する費用
•賃金以外の食事、通勤等に要する費用
•慰安、娯楽及び厚生に要する費用、他
安全訓練等に要する費用

･･･

･･･

■週休２日交替制モデル工事の試行

②労務費以外に増加となる経費（共通仮設費、現場管理費等）の実態について


